
旧計画名：防災・震災対策による災害に強いまちづくり(復興基本方針関連(全国防災))

社会資本総合整備計画 平成 28 年 3月 31日

防災・震災対策による災害に強い住まいづくり
平成23年度～平成27年度（5年間） 新潟市

  住宅・建築物をはじめとする市民生活環境の防災・安全対策に取り組むことにより、災害に強いまちづくりを実現します。

◇市営住宅の耐震化を促進することで、地域の住宅へ耐震性確保の重要性を周知・啓発し、安心・安全な住環境の創出を図る。
◇震災時に重要となる地域住民のための避難施設の耐震化を図ることで、安心・安全な住環境を確保する。

●震災に強い安心･安全な住環境を創出するための市営住宅の耐震化率の向上
　(市営住宅の耐震化率)＝(耐震改修工事等により耐震性能を有する市営住宅数）／(市営住宅の総数)

●震災時の安心・安全な住環境を確保するための公共施設（避難施設）の耐震化率の向上
　(公共施設（避難所）の耐震化率)＝(避難所数)／（耐震改修工事等により耐震性能を有する避難所数)

百万円 百万円 百万円 百万円

Ａ１ａ　地域住宅計画に基づく事業
事業 地域 交付 直接 道路 備考
種別 種別 対象 間接 種別 H23 H24 H25 H26 H27

A1a-1 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 97
A1a-2 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 2,342 H24:全国防災

A1a-3 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 593 H24:全国防災

小計（地域住宅計画に基づく事業） 3,032

Ａ２　 住環境整備事業

事業 地域 交付 直接 道路 備考
種別 種別 対象 間接 種別 H23 H24 H25 H26 H27

A2-1 住宅 一般 新潟市 直接、間接 新潟市、民間 新潟市 1,475 H24:全国防災

小計（住環境整備事業） 1,475

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H23当初） （H25末） （H27末）

63% 91%

89.8% 100%

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
4,744

Ａ
4,507

Ｂ
0

Ｃ
237 効果促進事業費の割合

5.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

公営住宅等整備事業 市営住宅の建替
公営住宅等ストック総合改善事業 公営住宅の耐震改修工事及び躯体の安全対策に資する事業

住宅地区改良事業等(改良住宅ストック総合改善事業) 改良住宅の耐震改修工事及び躯体の安全対策に資する事業

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

住宅・建築物安全ストック形成事業 公共施設(避難施設)の耐震改修等、木造住宅の耐震診断等への補助

（参考様式２）

小計（住環境整備事業） 1,475

合計 4,507

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

C-1 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 15

C-2 住宅 一般 新潟市 間接 新潟市 新潟市 135

C-4 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 15 H24:全国防災

C-5 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 12 H24:全国防災

C-6 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 24

C-7 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 8

C-8 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 22

C-9 住宅 一般 新潟市 直接 新潟市 新潟市 6

合計 237

番号 備考

C-1 老朽化した市営住宅の建替・改修（基幹事業）を推進するため、駐車場の整備、合築施設の改修及び移転費助成を行う。

C-2 避難所などの公共施設の耐震化（基幹事業）と合わせ、民間の木造住宅の耐震化を行うことで、住宅市街地の一体的な震災対策を図る。

C-4 住宅・建築物の耐震化と合わせ、津波予想調査による津波避難地図の作成と地域住民への周知により、地震時の地域住民の震災対策を図る。

C-5 住宅・建築物の耐震化と合わせ、津波浸水区域に基づく津波避難ビルや津波避難場所への表示看板の設置により、地震時の地域住民の震災対策を図る。

C-6 避難所などの公共施設の耐震化（基幹事業）と合わせ、指定避難所へ災害別対応表示看板を設置することにより、発災時の適確な避難を実現する。

C-7 避難所などの公共施設の耐震化（基幹事業）と合わせ、地域に密着した公共施設の調査及び予防保全計画を策定することにより、公共施設の長寿命化を図る。

C-8 住宅・建築物の耐震化と合わせ、地震・風水害被害想定調査による防災カルテを作成し、地震等の災害時における地域住民の防災対策を図る。

C-9 避難所などの公共施設の耐震化（基幹事業）と合わせ、防災専門家による避難所運営方法に関するワークショップを開催することにより、避難所の適切な運用体制の整備を図る。

番号 事業者 省略 要素となる事業名
事業内容

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）工種 （延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）工種

津波ハザードマップ作製業務 津波避難地図の作成と地域住民への周知

市営住宅整備関連事業 駐車場整備，合築施設の改修，移転補償費

住宅・建築物耐震改修等補助事業 木造住宅の耐震改修等への補助

津波避難ビル等看板設置 津波避難ビル等への表示看板の設置

災害別対応表示看板設置事業 指定避難所への災害別対応表示看板の設置

公共建築物長寿命化支援事業 公共建築物の調査及び予防保全計画策定

防災基礎調査事業 地震等の被害想定と地域防災活動での活用

防災専門家派遣事業 避難所運営のワークショップの開催

一体的に実施することにより期待される効果



（参考様式3）

　　Ａ2-1　

　　Ａ2-2　 　Ｃ-4　津波ハザードマップ作製業務

　Ｃ-5　津波避難ビル等看板設置

　Ｃ-6　災害別対応表示看板設置事業

　Ｃ-7　公共建築物長寿命化支援事業

　Ｃ-8　防災基礎調査事業

　Ｃ-9　防災専門家派遣事業 市全域

    新潟市

1団地8戸 　Ｃ-1　市営住宅整備関連事業 市全域

市全域

事　　　　業　　　　名

社会資本総合整備計画  参考図面
計画の名称     防災・震災対策による災害に強い住まいづくり

計画の期間     平成23年度～平成27年度（5年間） 交付対象

　Ａ1a-2　公営住宅等ストック総合改善事業 市全域 　Ｃ-2　住宅・建築物耐震改修等補助事業 市全域

対象地区等 事　　　　業　　　　名 対象地区等

 ◆Ａ1ａ　地域住宅計画に基づく事業 　◆Ｃ　効果促進事業

　Ａ1a-1　公営住宅等整備事業

　A2-1　住宅・建築物安全ストック形成事業 市全域 市全域

市全域

　Ａ1a-3　住宅地区改良事業等(改良住宅ストック総合改善事業) 市全域 市全域

 ◆Ａ２　住環境整備事業 市全域

中 央 区
公営住宅等整備事業

物見山第1住宅8戸予定（建替）

西 区

西 蒲 区

東 区

江 南 区

秋 葉 区

南 区

北 区

物見山第1住宅8戸予定（建替）


